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はじめに 
 持続可能な社会システムとして提唱されている循環型社会は、産業・空間利用・ライフスタイルの各方面で、

その技術・制度・価値観を変革することによって達成されると考えられるが、その実現には現状を評価し計画

の効果を明示する指標が必要である。 
 社会活動に伴って移動する物質量に着目した既存の研究としては、マテリアルフロー分析 1)があり、国内の

産業レベルや、国内を流通している特定の品目を対象としたマクロな分析が行われている。そこで本研究では、

ミクロな範囲での物質流動の分析を目的に、滋賀県という地理的地域を境界とした物質と廃棄物の流れを評価

してみた。 

 
本研究に用いたデータ及び研究方法について 
＜データについて＞ 

 物資の移動量は、全国貨物純流動調査（以下、物流センサス）にもとづき計算した。これは物流センサスが、 

・「純流動調査」であり、物質の移動を捉えるのに適したデータである。 

・「事業所単位で調査されている」ため、出荷地点単位で貨物流動を捉えている。 

といった特徴を持つためである。2,3,4） 

 「純流動調査」とは、貨物流動の単位を「物資の移動により付加価値の生ずる単位流動｣とし、製造業、卸売

業などの調査対象事業所から出荷され、種々の輸送機関を用いて届け先地に到着するまでを「純流動」の１つ

の単位とする流動調査である。そのため物資が複数の輸送機関によって移動する場合も、物資そのものの流動

が正確に把握される。 

 「事業所単位で調査されている」ことの利点としては、同じ企業内の移動で金銭的な取引が無い場合でもカ

ウントされること、金額から推計するときのように金銭上のみで物資の移動の伴わない取引による誤りがない

ことがあげられる。 

 また、調査の対象となる貨物は、生産・仕入れ・販売活動等にともなって、調査対象事業所の敷地内に出入

荷される原材料、製品、商品などの物資である。ただし、連絡文書・カタログ等の書類や一般家庭に向けて出

荷される貨物などは対象外となるため、オフィスや営業所など物資の取引の無い事業所は調査対象外となって

いる。 

 廃棄物量については、一般廃棄物は「滋賀県の廃棄物 平成８年３月」5)、産業廃棄物は「滋賀県産業廃棄

物実態調査報告書 平成７年３月」6)にもとづき計算した。 

 

＜物流フローの作成＞ 

 物流フローの作成については、守田らの物質収支に関する研究2）を参

考に計算を試みた。ただし、滋賀県は海に接した港湾を持たないため、

輸入・輸出に関する正確な資料を得ることが出来なかった。そのため輸

出量・輸入量に関しては、今回の計算では除いてある。 
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図-1 守田らによる計算方



- 守田らによる計算法 - 

 「表Ⅰ-３-３ 都道府県間年間流動量（品類別）」より、品類別の県の総着量・県内流動量・総発量を求め、

品類別の着量・内部流動量・発量の各量を、「表Ⅳ-１-１ 都道府県間流動量（品類別）」「表Ⅳ－２ 都道府県

間流動量（品目別）」の２表をもとに作成した滋賀県の着量・内部流動量・発量ごとの品目別比率により配分し、

県の品目別、着量・内部流動量・発量を求める。次に、品目別の発量を「表Ⅱ-３-１ 発産業業種・品類品目

別流動量」にもとづき作成した、品目ごとの出荷元産業の比率によって各産業に配分する。着量・内部流動量

についても同じく「表Ⅱ-３-５ 着産業業種・品類品目別流動量」にもとづき作成した、品目ごとの入荷先産

業の比率によって各産業に配分する。このようにして、県の産業・品目別の着量・内部流動量・発量が求まる。 

 以上の方法で求めた物流フローに廃棄物の情報を追加し各ユニットの物質収支を作成した。 

 

結果 

 上記の方法で作成した滋賀県の物質収支図が図-2である。図-2をみると、滋賀県の品類別物質流出量の 7割
近くを金属機械工業品(26.3%)と化学工業品(43.6%)とで占めている。また化学工業品のうち流入量では 76.6%、
県内流動量では 87.7%をセメント・コンクリート製品が占めており、セメント・コンクリート製品の総着量の
うち 86.4%にあたる 1570万ｔは建設業に入荷される。一方、化学工業品の県外への出荷量の 76.5%をセメン
ト・コンクリート製品が占めている。 

 滋賀県という地理的地域を境界と

した循環指標を考えると、県外から

の流入量あたりの廃棄物排出量は

19.6%、県外からの流入量あたりの
廃棄物最終処分量は 4.4%である。ま
た、滋賀県内の産業の集合体をユニ

ットとして同様に求めると、総着量

あたりの廃棄物排出量は 8.1%、また
総着量あたりの廃棄物最終処分量は

1.8%である。これらの数値は、循環
指標として考えることが出来る。 
 産業別の物質収支図として図-4,図-5に、廃棄物の減量率に特徴のある化学工業と食料品製造業を例としてあ
げる。この 2産業を比較すると、化学工業の総着量は 840千 t であり、それに対する廃棄物の排出量は 7.4%
である。一方、食料品製造業の総着量は 464千 tであり、それに対する廃棄物の排出量は 27.3%に及ぶ。しか
し、総着量に対する廃棄物の最終処分量の比率でみると両産業ともに 1.7%と同程度の水準となる。このことか

滋賀県物質収支図 

図-2 滋賀県の物質収支図

単位： 10000 t/年

着産業 発産業
合計 1768 合計 4,291 合計 4,413 合計 1883

農水産品 18 農林漁業 21 鉱業 482 農水産品 3
林産品 30 鉱業 53 製造業 3,268 林 産品 12
鉱産品 231 建設業 2,205 卸 売業 513 鉱 産品 168
金属機械工業品 475 製 造業 1,396 倉 庫業 139 金属機械工業品 505
化学工業品 576 卸売業 375 化学工業品 820
軽工業品 180 小売業 139 軽工業品 242
雑工業品 121 金融・公務他 33 県内流動量 2,530 雑工業品 109
特殊品 138 運輸・通信業 8 農水産品 4 特殊品 24

電気・ガス・水道業 12 林 産品 17
外国(輸出） 49 鉱産品 650

金属機械工業品 155
化学工業品 1,568 産廃 一廃

軽工業品 52 排出量 307 40
雑工業品 46 資源化量 73 2
特殊品 39 減量化量 170 29

最終処分量 71 7

県外からの流入 県外への流出

図-3 滋賀県の物質収支図(2) 

単位：万ｔ/年

県外からの流入

1,768

廃棄物

排出量　　347
資源化量　　76
最終処分　　78

県外への流出

1,883
総着量
4,291

総発量
4,413

県内の物流収支　 -115

県内の流動
2,530



ら、廃棄物の観点からみた化学工業と食料品製造業は、廃棄物処理を含めた産業システムとして同程度の水準

であり、特に食料品製造業では処理段階での役割が大きいことがわかる。 
 
考察 
 本研究では、物流データをも

とに滋賀県における県内外の取

引量および県におけるインプッ

ト・アウトプットを求めること

で、廃棄物排出・最終処分とそ

の背後にある社会活動について

評価した。その中での考察とし

て、次のようなことが挙げられ

る。 
・ 物流データのみでは捉えら

れない水・資源採取などによ

る物資の流れに注意を払う

ことが、収支計算を厳密に行

う上での鍵であり、その把握

には各産業の活動内容を理

解した上での調査が必要で

ある。また、各産業の活動に

よる環境負荷を計上する上

で、比較的限定された地域で

の環境負荷を描くことので

きる地域の物質収支の研究

を進めることが重要である。 
・ 本研究では、人間社会におけ

る「循環指標」として、物質の流動量に対する廃棄物量を示した。今回は、滋賀県のみの調査にとどまった

が、今回の収支計算を通してこの指標を考えると、この指標は、その他の地域でのエネルギー消費量、資源

消費量の指標とともに用いて、他県を含む対象地域の範囲を変えた結果と比較することで、総合的な環境負

荷を評価する指標として用いることができると考えられる。 

 
今後は、さらにデータ量と計算方法・各種の仮定のとり方などに改良を重ねながら、水・エネルギー・資源

採取のフローも組み込んだ滋賀県の物質収支の全体像を明らかにすると同時に他の年度・他県などへと対象を

拡大していきたい。 
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単位: 1000 t/年
県外から 出荷

鉱産品 48 金属機械工業品 11
金属機械工業品 45 総着量 県内ストック 化学工業品 485
化学工業品 245 鉱産品 172 172 軽工業品 67
軽工業品 11 金属機械工業品 68 57 その他 16
特殊品 23 化学工業品 540 54
その他 7 軽工業品 13 -53

特殊品 39 38
県内から その他 9 -8
鉱産品 124
金属機械工業品 23 廃棄物
化学工業品 294 発生量 63 排出量 62
軽工業品 2 減量化量 43
特殊品 15 資源化量 6

その他 2 最終処分量 14

減量率77.4%

製造業-化学工業

図-4 産業別物質収支図（化学工業）

単位: 1000 t/年
県外から 出荷

農水産品 30 農水産品 6
金属機械工業品 11 総着量 県内ストック 化学工業品 3
化学工業品 17 農水産品 36 30 軽工業品 721
軽工業品 194 金属機械工業品 15 15 特殊品 2
特殊品 85 化学工業品 34 32 その他 6
その他 9 軽工業品 242 -480

特殊品 124 122
県内から その他 13 8
農水産品 5
金属機械工業品 5 廃棄物
化学工業品 17 発生量 129 排出量 127

軽工業品 48 減量化量 113
特殊品 39 資源化量 7
その他 4 最終処分量 8

減量率93.7%

製造業-食料品

図-5 産業別物質収支図（食料品） 


